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下水道部会の事務事業詳細調整について  
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番号 項目名専門部会

詳細調整報告項目一覧

分科会

12下水道部会 1 下水道管理分科会 5 流域下水道維持管理負担金関係

6 流域下水道建設負担金関係

11 排水設備等の計画確認申請及び検査

13 排水設備指定工事店の指定

20 下水道事業受益者負担金の賦課

21 下水道事業受益者負担金の徴収

22 下水道使用料の賦課及び徴収

23 使用水量の認定

3排水分科会 18 急傾斜地崩壊防止対策事業



分科会名分科会名分科会名分科会名 下水道管理

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

（１）志登茂川処理区・雲出川左岸処理区
　　ア　国庫補助対象事業
　　　　　（事業費－国庫補助金)×１/２
　　イ　県単独事業
　　　　　　事業費×１/２

6

（２）松阪処理区
　　ア　国庫補助対象事業
　　　　　（事業費－国庫補助金)×１/２×汚水量割合
　　イ　県単独事業
　　　　　　事業費×１/２×汚水量割合
　　　※　汚水量割合：松阪処理区における一志町、白山町の汚
　　　　　　　　　　　水量の占める割合

●詳細事項調整結果
流域下水道建設負
担金関係
 

（１）雲出川左岸処理区
　　　負担金単価×計画排水量
　　　※　計画排水量：津市・久居市・香良洲町の合計
（２）松阪処理区
　　　負担金単価×計画排水量
　　　※　計画排水量：一志町・白山町の合計

１　維持管理負担金
  　三重県との中勢沿岸流域下水道の維持管理等に要する市町負
　担金に関する覚書による維持管理等に要する経費を引き続き負
　担する。

　中勢沿岸流域下水道事業(志登茂川処理区・雲出川左岸処理
区・松阪処理区)は、合併後も、二以上の市町村(新市、松阪市、
多気町）の区域における下水を排除するものであることから、引
き続き三重県において流域下水道事業として整備が進められる。

5 流域下水道維持管
理負担金関係
 

合併と同時
　新市に移行までに県当局と協議し、新たに調整する。
●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 下水道

調整結果調整結果調整結果調整結果

２　建設負担金
　　三重県との中勢沿岸流域下水道事業の建設費に要する費用の
　負担に関する覚書による建設に要する費用を、引き続き負担す
　る。



分科会名分科会名分科会名分科会名 下水道管理

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 下水道

調整結果調整結果調整結果調整結果

４　工事完了検査
　　排水設備等申請者（設置者）は、工事が完了したとき、５日
　以内に排水設備等工事完了届を提出し、工事の完了検査を受け
　なければならない。

７　除害施設の設置
　　下水道法の規定に基づき、著しく公共下水道の施設の機能を
　妨げ、又は施設を損傷するおそれのある下水を継続して排除し
　て公共下水道を使用する者に対し、下水による障害を除去する
　ために必要な施設を設け、又は必要な措置をしなければならな
　いこととする。

６　検査済証の発行

●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
　排水設備等の計画確認・申請及び検査方法について、合併と同
時に一元化する。

●詳細事項調整結果

11 排水設備等の計画
確認申請及び検査

合併と同時

３　工事着手
　　排水設備等申請者（設置者）は、技術的な協議（指示）が終
　了後、排水設備等計画確認通知書が送付されてから工事に着手
　できることとする。

１　排水設備計画確認申請及び除害施設計画確認申請
（１）提出書類
　　　排水設備等計画確認申請書、排水設備調書図面、工事見積
　　書又は契約書の写し
（２）提出期限
　　　工事着手予定日の７日前まで

２　審査
（１）「排水設備工事技術基準」により審査を行う。
（２）下水道排水設備指定工事店と「排水設備等計画確認申請に
　　伴う技術的な協議事項について」により、技術的な協議（指
　　示）を行う。

５　検査の方法
（１）下水道排水設備工事責任技術者証の確認
（２）「排水設備工事技術基準」及び「排水設備の構造基準」に
　　より検査を行う。
（３）排水設備調書図面により汚水（雨水）ます、汚水（雨水）
　　の流れの状況、汚水（雨水）管の接続状況、勾配等の検査を
　　行う。



分科会名分科会名分科会名分科会名 下水道管理

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 下水道

調整結果調整結果調整結果調整結果

４　指定時期
　　前月末までに受け付けたものは、当該月の１５日に指定する
　こととし、当該月の１５日までに受け付けたものは、翌月の１
　日に指定することとする。

３　審査方法
　　下水道排水設備指定工事店審査委員会に諮り審査する。

　　ウ　下水道排水設備指定工事店の指定を取り消され、その取
　　　り消しの日から２年を経過しない者
　　エ　その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあ
　　　ると認めるに足りる相当の理由がある者
　　オ　法人であって、その役員のうちにアからエまでのいずれ
　　　かに該当する者があるもの

１　下水道排水設備指定工事店申請
（１）提出書類
　　　下水道排水設備指定工事店指定申請書
（２）提出時期
　　　随時

２　指定要件
（１）営業所ごとに、下水道排水設備工事責任技術者が１人以上
　　専属すること。
（２）工事施工に必要な設備器材を有すること。
（３）三重県内に営業所があること。

排水設備指定工事
店の指定

合併と同時

●詳細事項調整結果

13

５　指定の有効期間
　　指定を受けた年度から起算して４年後の年度末までとする。

７　指定手数料（更新手数料）
　　１７，５００円

10　更新手続き
　　期間満了日の３０日前までに市長に申請する。

８　保証金制度
　　廃止

●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
　排水設備指定工事店の指定について、津市、久居市の例をもと
に合併と同時に新たな運用基準を策定する。

（４）次のいずれにも該当しないこと。
　　ア　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得な
　　　いもの
　　イ　禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行
　　　を受けることがなくなった日から２年を経過しない者

６　下水道排水設備指定工事店証
　　指定を受けた者には、下水道排水設備指定工事店証を交付す
　る。

９　保証金制度の廃止による返還
　　合併期日までに保証金は返還する。

11　経過措置
　　合併前に合併関係市町村のいずれかにおいて指定を受けてい
　る下水道排水設備指定工事店は、合併後も引き続き新市の指定
　を受けていることとする。ただし、指定の有効期間は、合併期
　日での残余期間とし、複数の合併関係市町村で指定を受けてい
　るときは、その最も長い残余期間とする。



分科会名分科会名分科会名分科会名 下水道管理

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 下水道

調整結果調整結果調整結果調整結果

（３）負担金賦課対象区域の決定
　　　年度当初に、当該年度内に負担金を賦課しようとする区域
　　（賦課対象区域～前年度３月と当該年度９月に供用開始する
　　区域）を定め公告する。

（５）負担金の賦課手続き
　　ア　受益者へ受益者申告書の送付（賦課年度の５月）
　　イ　受益者から提出された受益者申告書の内容を確認（賦課
　　　年度の６月・７月）

４　加入金の取扱い
　　合併前の河芸町、芸濃町、美里村、一志町及び白山町におい
　て、供用開始後に新たに受益者となる者は、別表第３のとおり
　既受益者が負担した分担金に相当する金額を加入金として納入
　することとする。

１　合併前に単位負担金額決定済区域で、合併後に負担金の賦課
　を行う場合は、別表第１及び別表第２の負担金の額とする。

（２）負担金の決定時期
　　　１㎡当たりの負担金の額を決定する時期は、供用を開始す
　　る１～３年程度前とする。

●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
　算定方式については、久居市の例により合併時に一元化する。
　　　（１）算定対象事業費　　末端管渠整備費（単独事業費）
　　　（２）負担率　　　　　　　　１/５
　　　（３）賦課方式　　　　　　 面積割
　ただし、合併前に単位負担金額決定済区域で合併後賦課を行う
場合は、従前の例によるものとする。
　なお、旧地域改善対策特別措置法に規定する対象地域内におけ
る受益者負担金（分担金）の減免については、合併時に廃止する
方向で調整する。
　その他賦課事務の取扱いについては、津市の例により合併時に
一元化する。

●詳細事項調整結果

20 下水道事業受益者
負担金の賦課

合併と同時

（６）志登茂川処理区に係わる河芸町の受益者負担金について
　　は、供用開始前に決定し、対応する。

　　ウ　下水道事業受益者負担金決定通知書の送付（賦課年度の
　　　７月）
　　エ　下水道事業受益者負担金納入通知書の送付（賦課年度の
　　　８月）

（４）負担金の賦課
　　ア　賦課対象区域内の土地に係る受益者ごとに、当該負担区
　　　で定められた負担金を賦課する。
　　イ　負担金は、公告の日の翌日から起算して３年を経過した
　　　日以後においては賦課することができない。

３　受益者負担金の賦課方法
（１）負担区の決定
　　　排水区域を土地の状況に応じ、２以上の負担区に区分し、
　　当該負担区の名称、区域及び地積を公告する。

２　旧地域改善対策特別措置法に規定する対象地域内における受
　益者負担金（分担金）の減免については、合併時に廃止する。



分科会名分科会名分科会名分科会名 下水道管理

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 下水道

調整結果調整結果調整結果調整結果

別表第１

(津　　市） 橋内東部第２処理分区第１負担区 ３６２円

橋内東部第２処理分区第２負担区 ３８４円

橋内東部第２処理分区第３負担区 ３８４円

橋内東部第２処理分区第４負担区 ３８４円

橋内東部第２処理分区第５負担区 ３８４円

橋内東部第２処理分区第６負担区 ３８４円

津第１処理分区第１負担区 ３８４円

津第１処理分区第２負担区 ３８４円

津第１処理分区第３負担区 ３８４円

津第２処理分区第１負担区 ３８４円

津第２処理分区第２負担区 ３８４円

津第２処理分区第３負担区 ３８４円

津第３-１処理分区第１負担区 ３８４円

津第３-２処理分区第１負担区 ３８４円

津第３-２処理分区第２負担区 ３８４円

津第３-２処理分区第３負担区 ３８４円

津第３-３処理分区第１負担区 ３８４円

津第４処理分区第１負担区 ３８４円

津第５処理分区第１負担区 ３８４円

津第５処理分区第２負担区 ３８４円

津第５処理分区第３負担区 ３８４円

津第５処理分区第４負担区 ３８４円

（久居市） 中央第1負担区 ３３７円

北部負担区 ３３７円

南部負担区 ３３７円

負  担  区  の  名  称 1㎡当たりの負担金の額



分科会名分科会名分科会名分科会名 下水道管理

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 下水道

調整結果調整結果調整結果調整結果

負担区の名称

（河芸町)  千里ケ丘処理区

（芸濃町）　　雲林院処理区 1戸当たり　　２５０，０００円

1戸当たり　　２５０，０００円

ただし、公共ますを１箇所設置した場

合は徴収しない。２箇所以上設置した

　場合は、１箇所当たり２５０，０００円

戸数割 1戸当たり　　２５０，０００円

面積割 １㎡当たり　　　　　　　７０円

安濃町負担区 1戸当たり　　１５０，０００円

1戸当たり　　４５４，０００円

「建築物の用途別による屎尿浄化槽の処
理対象人員算定基準（(JIS　A３３０２）に
より算出した人員を一般家庭（３.４人/戸）

に換算した戸数(小数点以下切り上げ）に
454,000円を乗じた額（上限１０戸）

香良洲町負担区

戸数割 1戸当たり　　２０７，０００円

面積割 １㎡当たり　　　　　　１３６円

面積割 １㎡当たり　　　　　　４５５円

戸数割 1戸当たり　　２０７，０００円

面積割 １㎡当たり　　　　　　１３６円

面積割 １㎡当たり　　　　　　４５５円

戸数割 1戸当たり　　２０７，０００円

面積割 １㎡当たり　　　　　　１３６円

面積割 １㎡当たり　　　　　　４５５円

戸数割 1戸当たり　　２０７，０００円

面積割 １㎡当たり　　　　　　１３６円

面積割 １㎡当たり　　　　　　４５５円

一般家庭 戸数割 1戸当たり　　３５０，０００円

敷地面積が660
㎡以下のもの

戸数割 1戸当たり　　３５０，０００円

戸数割 1戸当たり　　３５０，０００円

面積割
敷地面積が660㎡を超える
　　　　　　　　　　　　　　１㎡当たり２６０円

一般家庭 戸数割 1戸当たり　　３５０，０００円

敷地面積が660
㎡以下のもの

戸数割 1戸当たり　　３５０，０００円

戸数割 1戸当たり　　３５０，０００円

面積割
敷地面積が660㎡を超える
　　　　　　　　　　　　　　１㎡当たり２６０円

一般家庭 戸数割 1戸当たり　　３５０，０００円

敷地面積が660
㎡以下のもの

戸数割 1戸当たり　　３５０，０００円

戸数割 1戸当たり　　３５０，０００円

面積割
敷地面積が660㎡を超える
　　　　　　　　　　　　　　１㎡当たり２６０円

（白山町)上ﾉ村負担区
事業所

敷地面積が660
㎡を超えるもの

（白山町）佐田負担区

（白山町）中ﾉ村負担区

事業所
敷地面積が660
㎡を超えるもの

事業所
敷地面積が660
㎡を超えるもの

一般家庭

一般家庭以外
（美里村）高宮処理区　　　　　

（一志町）　第４-２処理分区
負担区

一般家庭

事業所

一般家庭

事業所

全域において賦課徴収を行わない

一般家庭（一志町)  第３-１処理分区
負担区

事業所

一般家庭

（一志町）　第４-１処理分区
負担区

事業所

(一志町）　第３-２処理分区
負担区　※高野団地を除く。

（芸濃町）　　椋本処理区

戸数割

事業所

別表第２

開発事業者により整備されたため全額免除

戸数割

負担金の額

戸数割一般家庭



分科会名分科会名分科会名分科会名 下水道管理

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 下水道

調整結果調整結果調整結果調整結果

　 　　名　　　　　　　　　　　　　　称
  浜　 田　 公　 共　 下　 水　 道 一戸当たり  1,058,000円
雲     林     院　　 処     理     区 一戸当たり 　 250,000円

一般家庭 一戸当たり    250,000円
椋　　 本　  処　　 理　  区  一戸当たり 　 250,000円

面積割 　 １㎡当たり70円
　 　一般家庭 一戸当たり　  454,000円

　一般家庭

以　　外

一戸当たり 　 207,000円
第３－１処 理 分 区 負 担 区 面積割    １㎡当たり136円

事 業 所 面積割 １㎡当たり455円
一戸当たり    207,000円

第３－２処 理 分 区 負 担 区　 面積割 １㎡当たり 136円
事 業 所 面積割 １㎡当たり455円

一戸当たり    207,000円
第４－１処 理 分 区 負 担 区 面積割  １㎡当たり136円

事 業 所 面積割 １㎡当たり455円
一戸当たり    207,000円

第４－２処 理 分 区 負 担 区　 面積割 １㎡当たり136円
事 業 所 面積割 １㎡当たり455円

 一般家庭 一戸当たり    350,000円

 事業所 一戸当たり   350,000円
敷地面積が660㎡を超える

１㎡当たり260円
 一般家庭 一戸当たり   350,000円

 事業所 一戸当たり   350,000円
敷地面積が660㎡を超える

１㎡当たり260円
 一般家庭 一戸当たり   350,000円

 事業所 一戸当たり   350,000円
敷地面積が660㎡を超える

１㎡当たり260円

一戸当たり   350,000円

別表第３

白山町

一志町

美里村

芸濃町

河芸町

上ノ村負担区

敷地面積が660㎡
を超えるもの

敷地面積が660㎡
を超えるもの

佐田負担区

中ノ村負担区
 戸数割

 戸数割

 戸数割

 戸数割

 面積割

 戸数割

敷地面積が660㎡
以下のもの

 面積割

 戸数割

 戸数割

事 業 所

　一般家庭

　一般家庭

　一般家庭

敷地面積が660㎡
以下のもの

敷地面積が660㎡
を超えるもの

敷地面積が660㎡
以下のもの

一戸当たり   350,000円

 面積割

 戸数割

 戸数割

高　　宮　　処　　理　　区　

加　入　金　の　額

一戸当たり  350,000円

　一般家庭

「建築物の用途別による屎尿浄
化槽の処理対象人員算定基準（
JIS　A3302)により算出した人
員を一般家庭（3.4人／戸）に
換算した戸数（小数点以下切り
上げ）に454,000円を乗じた額
（上限１０戸）



分科会名分科会名分科会名分科会名 下水道管理

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 下水道

調整結果調整結果調整結果調整結果

●詳細事項調整結果

21

６　経過措置
　　合併前に賦課された負担金の徴収、徴収猶予及び一括納付報
　償金は、従前の例によることとし、新市において新たに賦課さ
　れる負担金の徴収、徴収猶予及び一括納付報償金は、新市の制
　度により行う。

下水道事業受益者
負担金の徴収

合併と同時 ●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
　津市の例により合併時に一元化する。

５　負担金の減免
　　別表のとおり

２　一括納付報奨金
　　受益者が負担金の一括納付をしたときは、納期前に納付した
　負担金の額に相当する金額の１００分の０．３の額に、納期前
　に係る月数（１月未満の端数がある場合は、１５日未満は切り
　捨て、１５日以上は１月とする。）を乗じて得た額（その額に
　１０円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）を当該
　受益者に一括納付報奨金として交付する。ただし、当該受益者
　の未納に係る負担金がある場合においては、これを交付しな
　い。

３　負担金の徴収猶予
（１）災害により土地又は家屋の被害を受けたとき
　　　３年間以内
（２）受益者が盗難その他の事故により負担金を納付することが
　　困難なとき
　　　１年間以内
（３）受益者又は受益者と生計を一にする親族が病気又は負傷に
　　より長期療養を必要とするとき
　　　２年間以内
（４）係争地
　　　受益者の決定（判決) の日までの期間
（５）田畑、山林、原野、沼地その他これらに準ずる土地（宅地
　　と認められるものを除く。）
　　　宅地として使用するまで、又は使用できる状況にあると認
　　められるまでの期間
（６）市長が特に必要と認めるもの
　　　市長が認定する期間

４　負担金の徴収方法
　　納入通知書による払い込み又は口座振替とする。

１　負担金の納期
　　年２回　　　第１期　９月１日から　９月３０日まで
　　　　　　　　第２期　３月１日から　３月３１日まで
　　５年間　　　計１０回分割



分科会名分科会名分科会名分科会名 下水道管理

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 下水道

調整結果調整結果調整結果調整結果

別  表

該当する受益者
減額又は免除の対象となる主な土

地等
該当する主な用途 減ずる割合(%)

国又は地方公共団体が公用に供す

る土地

裁判所、警察署、県庁、市役所等

庁舎

50

小学校、中学校、高等学校、大学、

高等専門学校、盲学校、ろう学校、
養護学校、幼稚園

75

警察法務収容施設 75

病院 25

公営住宅用地 県、市営住宅 25

社会福祉法（昭和26年法律第45

号）第２条に規定する社会福祉事業
の用に供する土地

社会福祉事務所、授産場、共同浴

場、母子寮、保育所、児童福祉会
館、老人ホーム

75

有料の職員宿舎の土地 職員寮、公舎等 25

無料の職員宿舎の土地 それぞれが附属してい

る施設と同じ

国又は地方公共団体が公共の用に

供することを予定している土地に係
る受益者

道路、河川、堤防、水路、海浜地、

公園、広場等公衆の自由使用に供
されるもの

100

国又は地方公共団体がその企業の

用に供している土地に係る受益者

企業用財産となっている土地 造幣局、印刷局、国有林野、アル

コール専売、郵政事業の各特別会
計に属する行政財産並びに各地方
公営企業法（昭和２７年法律第292
号）に基づく企業の用に供している
土地

25

前各号に掲げる受益者のほか、そ

の状況により特に負担金を減免す
る必要があると認められる土地に係
る受益者

学校教育法（昭和22年法律第26

号）第１条に規定する学校で、私立
学校法（昭和24年法律第270号）第
３条に定める学校法人が設置する
ものに係る土地（管理者又は職員
等の住居に使用する建物の敷地を
除く。）

私立の小、中、高、大学、養護学

校、幼稚園等

75

宗教法人法（昭和26年法律第126

号）第２条各号に掲げる団体が同条
に規定する目的のために使用する
土地（管理人等が住居に使用する
建物の敷地を除く。）

神社、寺院、教会、修道院、本殿、

拝殿、社務所、納骨堂その他境内
地

50

墓地 100

地方公共団体が設置する社会教育

施設用地

公民館、図書館、博物館、青年の

家、体育館

50

消防団が所有する消防用車両器具

等の格納に係る土地

100

公道から公道へ通ずる私道 100

停車場、その他鉄道用地 鉄道事業用地 25

踏切道及び駅前広場 同上 100

自治会等が所有する集会所の敷地

及びこれらに類する敷地

100

文化財である土地及び建物並びに

その他の工作物の敷地

文化財保護法、県、市の文化財保

護条例により指定された文化財及
び当該文化財の保護のための施設
の用に供している土地

100

事業のため土地、物件、労力又は

金銭を提供した受益者

その都度認定

その他市長が特に減免する必要が

あると認めた土地

その都度認定

国又は地方公共団体が公用に供

し、又は供することを予定している
土地に係る受益者

100生活保護法（昭和25年法律第144

号）第11条第１項第１号に規定する
生活扶助を受けている受益者その
他これに準ずる特別の事情がある
と認められる受益者



分科会名分科会名分科会名分科会名 下水道管理

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 下水道

調整結果調整結果調整結果調整結果
22 下水道使用料の賦
課及び徴収

合併と同時 ●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
　料金体系については、久居市の例により合併時に一元化する。
　ただし、新市において下水道事業の運営に支障がないよう、新
市で新たに策定する下水道事業計画を踏まえ、合併後３年程度を
目途に料金改定についての検討を行うものとする。
　賦課徴収事務については、津市の例により、合併時に一元化す
る。

４　新市水道局への事務委任
　　下水道使用料の賦課及び徴収業務等については、新市水道局
　へ事務委任を行う。

３　下水道使用料の徴収
（１）下水道使用料の徴収月は、水道料金の徴収月に合わせるこ
　　ととする。
（２）徴収方法は、納入通知書又は口座振替とする｡
（３）土木建築工事等に伴い、公共下水道を一時使用する場合の
　　下水道使用料は、概算による予納とし、一時使用終了後に精
　　算する。

５　下水道使用料の減免
　　生活保護法第１１条第１項第１号の生活扶助を受けている者
　及び市長が特別の事由があると認める者に、下水道使用料の減
　免措置を講じる。

２　下水道使用料体系 (消費税含む）

１　下水道使用料の算定
（１）下水道使用料は、原則として水道メーターの検針による水
　　道の使用水量により算定する。
（２）基本使用料及び従量使用料は、１箇月単位で算定する。た
　　だし、市長が必要と認めたときは、２箇月ごとに一括して算
　　定することができることとする。なお、月の中途において公
　　共下水道の使用を開始、休止又は停止する場合の基本使用料
　　は、当該月の使用日数が１５日以内のときは、０．５ヶ月分
　　とする。

●詳細事項調整結果

汚　水　量（㎥) 単価 ： 円 / 月
　基　本　使　用　料 ６３０.００

　　　１～　　１０ ５.２５
　　１１～　　３０ １２０.７５
　　３１～　　５０ １５２.２５
　　５１～　１００ １８３.７５
　１０１～　５００ ２２５.７５
　５０１～１２５０ ２６２.５０
１２５１～ ２７８.２５

公　衆　浴　場  1㎥当たり　　１２.６０

区分

従
量
使
用
料



分科会名分科会名分科会名分科会名 下水道管理

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 下水道

調整結果調整結果調整結果調整結果
23 使用水量の認定 合併と同時 ●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容

　使用水量の認定方法について、各市町村の実態等を整理し、久
居市の例を基本として合併と同時に一元化する。

２　その他の使用水量の認定方法
（１）水道水と井戸水を併用して使用するときは、使用状況によ
　　り水道使用水量と合算する。この場合、基本使用料は、井戸
　　水に係る下水道使用料には加算しない。

　　※　月の中途で、井戸水の使用を開始、休止、又は停止する
　　　場合の使用水量の認定は、当該月の使用日数が１５日以内
　　　のときは０．５ヶ月分とする。

　　イ　井戸水を家庭用以外に使用する場合は、その用途、人
　　　員、業態、揚水能力及び使用状況を勘案した水量とする。
　　ウ　計測装置を設置する場合は、当該装置の水量により認定
　　　する。

（３）公共下水道に排除しない使用水量の認定
　　ア　クーリングタワーの冷却水は、計測装置により認定す
　　　る。
　　イ　プール水は、計測装置、又はプールの容量により認定す
　　　る。
　　ウ　農業を含む事業による下水に排除しない使用水量は、計
　　　測装置により認定する。
　　エ　水道の地下漏水に係る水量は、新市水道局の基礎水量に
　　　より認定する。

（２）井戸水を使用する場合
　　ア　家庭用のみに使用する場合は、１人月８㎥とする。ただ
　　　し、水道水と併用の場合は、使用状況を勘案した水量とす
　　　る。

１　使用水量の認定方法
（１）水道水を使用する場合
　　ア　水道水を使用する場合は、水道メーターの検針による使
　　　用水量とする。ただし、２以上の使用者が給水装置を共同
　　　で使用するときは、それぞれの使用者の使用の態様を勘案
　　　して市長が認定する。
　　イ　下水道使用料の賦課開始日は、排水設備工事完了検査日
　　　からとする。

　　※　経過措置
　　　　合併期日前に公共下水道の使用を開始し、合併期日をま
　　　たいだときの下水道使用料の算定は、合併期日前の排水設
　　　備工事完了検査日に検針した水道メーターの使用水量と、
　　　合併期日以降に検針した水道メーターの使用水量から合併
　　　期日以降の下水道使用料を算定する。

（２）各戸に専用の水道水栓（個別メーター）を設置することが
　　困難な共同住宅は、集中水道水栓（集中メーター）による使
　　用水量とする。

●詳細事項調整結果



分科会名分科会名分科会名分科会名 排水

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考
18 急傾斜地崩壊防止
対策事業

合併と同時 ●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
　条例のある安濃町・白山町を例に調整する

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 下水道

調整結果調整結果調整結果調整結果

１　事業の内容
　　急傾斜地崩壊対策事業に係る地元と事業主体である県との調
　整

●詳細事項調整結果

２　事業に係る地元分担金
　　地元分担金の割合は、県に負担する受益者負担金額の３５％
  とする。ただし、地元受益者１戸当たりの分担金は５０万円を
  上限とする。

３　地元分担金に係る経過措置
（１）合併前に急傾斜地崩壊危険区域に指定されている区域で、
　　合併後工事が施工される場合の地元分担金の割合は、その区
　　域の従前の方法によるものとする。
（２）新市において急傾斜地崩壊危険区域に指定され、工事が施
　　工される場合、経過措置として合併後５年間については、地
　　元分担割合は１７.５％とする。


